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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ａ（１） ふるさと納税の寄附受入額の
増加

現在、楽天など６つの寄附受付サイトで受付。
他都市に比べ受付サイト数が少なく、寄附受入
額の伸び率鈍化の要因の一つとなっている。

　寄附受付サイトが多いほど、寄附額が増加するため、
サイトの拡充が必須。
　サイトを増やすことを検討しているが、多数の寄附受
付サイトの維持・管理を２名の専任職員（係長１、職員
１）で行っているため、内部事務に追われ、サイトの拡
充に対応困難な状況。本業の新規返礼品の発掘、シ
ティープロモーションにも時間が割けない状況にある。

内部事務を軽減する方策として、現在、かなりの時間を要している返礼品の登録・変更事
務に関し、入力や確認が効率的に行える新しいシステムを導入。

令和６年８月に返礼品の登録・変更を効率的に実施できる新
システムを導入した。
また、寄附受付サイトの追加にあたっては、事務の増加を最
小限とするため、返礼品管理が一元管理できるシステム（ふ
るさと納税ｄｏ）を採用しているサイトの中から、追加する
サイトを選定した。

職員の事務負担軽減に繋がり、本来業務である新規返礼品の
発掘やシティプロモーションに時間が割けるようになった

・返礼品登録、変更に関する新システム
「HARV」の運用開始（R7.5正式運用）
・返礼品の受発注を一元管理できる共通システ
ム（ふるさと納税DO）を採用している寄附受付
サイトから返礼品を出品してもらうよう、新規
事業者に案内
・R6.12にamazonを受付サイトに追加したが、商
品掲載数が少ないため、寄付が伸びていない。

R6年度の取組により、一定の効果に繋がったた
め、R７年度は廃止とする

Ａ（２） 北九州都市圏域の情報発信 北九州都市圏域についてサイトを開設し、情報
発信を行っているが、アクセス数が伸びず、目
的である認知度の向上と魅力の発信につながっ
ていない。

各市町の情報（観光やイベント等）については、それぞ
れの市町の広報・ＨＰ等で情報発信しており、各市町が
北九州都市圏域としての情報発信（積極的な情報提供）
まで辿り着いていない。また、圏域目線での独自のコー
ディネートが不十分であり、差別化や優位性が図れてい
ない。

各市町とオンラインなどを活用した協議の機会を増やすことで、圏域としての気運を高め
る。
また、認知度の向上や魅力の発信のため、ＳＮＳなどの動画と連携した若者向けの広報な
どについて、実施の意義や継続性、効果などについて分析し、実施の有無について検討を
進める。

令和６年度上半期に３回の担当者会議を開催し、現在運用し
ているＨＰのあり方や、ＳＮＳ発信によるプロモーションの
効果、費用負担、業務量などについて様々な議論を行った。
今後も北九州都市圏域としての効果的な情報発信について継
続して協議する。

各市町との協議を通して、その意義の確認や実施手法に関す
る検討ができた。

各市町と情報発信の手法について協議を行うこと
で、圏域としての機運を高めることができた。
また、実施の意義やその効果を確認するとともに、
実施手法について検討を進めた。

R７年度も引き続き各市町との協議を行い、実施に向
けて検討していく。

Ａ（３） 国際関連施策を効果的に展開
するための庁内情報共有の促
進

グローバル挑戦都市の実現に向け、これまで以
上に、多くの部署が単独または横断的に国際事
業に取組むことが想定され、幅広かつ積極的、
また効率的に庁内の国際関連施策情報を収集・
整理・共有することが必要。

国際関連施策を実施するにあたり、現状の担当部署間で
は随時情報交換等を行っているが、当課で得た情報の整
理が不十分かつ一元化されておらず、担当部署等から
は、情報を広く適時に共有することの必要性や、情報共
有による効果的な事業展開の重要性が求められている。

令和６年度より、ｋｉｎｔｏｎｅなどのデジタルツールを活用し、情報の収集・整理を積
極的に行うとともに、見える化して容易に共有できるようにする。また、この情報から、
実効性の高い取組みにつながるテーマ別ワーキンググループを開催するなど、効率的・効
果的な国際関連施策を実施していく。

国際政策課で作成したｋｉｎｔｏｎｅアプリ「国際関連事業
データベース」「海外出張管理」について、積極的な活用を
全局へ依頼した。また、テーマ別のワーキンググループを計
６回実施した。そのうち、台湾での北九州市のＰＲについ
て、関係局からアイデアをもらい、現地での効果的なＰＲに
つなげた。

国際関係業務は、これまでは一部の課の間のみでの情報共有
を行ってきた。しかしながら、これまで海外とのつながりが
なかった業務においても海外とつながってきている。その現
状を踏まえて、国際関係業務を庁内で共有することで、経験
のない課も効率よく業務に取り組むことができている。

KINTONEを活用し、情報の入力と同時に全庁での閲覧
を可能となった。これにより、海外からの訪問団の
受け入れなど、国際業務に馴染みのない課でも、他
課の業務を参考に適切な対応が可能となった。

国際業務の実施に関し、実施結果を入力することで
情報共有が進むが、対応が終了後に入力することを
失念するケースもあった。Ｒ７年度は、適時入力を
うながすとともに、入力された情報を基に国際戦略
を検討していく。

Ｂ（１） 特区制度を活用したルールメ
イキング（規制改革・グレー
ゾーンの明確化）

新ビジョンに掲げる「稼げるまち」の実現に向
け、「宇宙などの未来産業の振興」や
「ディープテック（革新的な技術）の活用」な
どの分野におけるルールメイキング　（規制改
革・グレーゾーンの明確化）に取り組む必要が
ある。

北九州市は、国家戦略特区の指定を受け、これまで国に
対して規制改革の提案を行い、実現してきた。しかしな
がら、宇宙やディープテックなど前例がない分野では、
規制の有無やその解釈が不明瞭であること、また、技術
開発などの障害となる「岩盤規制」があることなどが課
題となっている。

宇宙やディープテックなど新たな分野に係る技術開発やビジネスの障害となる法規制やグ
レーゾーンについて、大学や企業等と連携して調査研究を行い、特区制度を活用して新た
な規制改革やグレーゾーンの明確化を提案することで、全国に先駆けたルールメイキング
を推進する。

令和６年10月16日の国家戦略特別区域会議にて、九州工業大
学と連携して「宇宙との920MHz帯通信に関する実験試験局の
免許取得に係る規制改革」の新規提案を行った。今後、有識
者、内閣府及び関係省庁とWG等を通じて、規制改革の実現に
向け、協議していく。

宇宙やディープテックなど新たな分野の技術開発やビジネス
に障害となる法規制やグレーゾーンについて、大学等と意見
交換した。

九州工業大学と連携して、宇宙通信に係る規制改革
提案を行った。今後有識者や関係省庁とWG等を通じ
て規制改革の実現に向け、協議していく。

Ｒ７年度も引き続き、大学や企業等と連携して、調
査研究を行い、グレーゾーンの明確化や全国に先駆
けたルールメイキングを推進する。

Ｂ（２） ＳＤＧｓの推進～「周知」から
「実践」へ、「官」から「民」へ～

ＳＤＧｓの推進につながる社会課題の解決に向
け、官民の適切な役割分担の下、その担い手と
なる企業などの取組を後押しする仕組みづくり
が必要である。

ＳＤＧｓの市民認知度が90％を超える一方、「社会課題
を意識し、行動する人の割合」は40％を切っており、
2030年までの目標達成に向け、「周知」から「実践」に
フェーズを移行する時期に入っている。また、これまで
は、北九州市（官）が事業費の多くを負担してきたが、
近年、金融機関など（民）が社会課題の解決を実践する
企業に対し、積極的に投融資を行うようになっている。

これまで補助金（公的資金）により、企業のＳＤＧｓの取組みを支援してきたが、金融機
関の投融資により事業資金を確保するという「民間資金の活用」に変革するため、令和６
年７月から「北九州市サステナブル経営認証制度」の運用を開始した。
　　また、ＳＤＧｓ関連情報の集約・発信やマッチング、相談窓口となっている「北九州
ＳＤＧｓステーション」については、その機能を維持しつつ、これまでの実績（相談件
数・内容など）や他都市の事例を分析の上、デジタル化も含め、より簡素で効率的な運用
を目指していく。
※市政変革推進プランに基づき、令和６年度に経営分析を行う。

「北九州市サステナブル経営認証制度」を令和６年７月に創
設し、12月中旬頃までを申請の受付期間としている。来年３
月に開催する審査会において、申請企業の認証の可否を決定
する予定。
　　また、ＳＤＧｓステーションは、引き続き経営分析を行
い、今後の在り方を検討する。令和７年度までに、ステー
ション機能をブラッシュアップし、簡素で効率的な運用を目
指す。

経営分析で対応策として掲げた変革を実行するとともに、世
界をリードするサステナブルシティを目指す戦略をR7年度に
策定することを決めた。

・サステナブル経営認証制度の創設、運用開始
（R6.7）
→R6年度：４社認証
・SDGsステーションのDX化・完全予約制の試行開始
（R7.3）
→R7年度以降も継続

R6年度に変革を実行したことから、R7年度は廃止と
する。

Ｂ（３） 広域連携事業の推進 広域連携による事業推進や事務・事業の効率化
は必要とされているが、連携に伴う手間や経
費、分担割合などの理由で連携自治体の拡大や
新たな取り組みが進まない。

新ビジョンでは、メガリージョンの推進は「稼げるま
ち」の軸の一つとなっている。
　　福北連携、関門連携、連携中枢都市圏域をはじめ都
市・都市圏との連携を進めていく必要があるが、実施で
きる項目は実施しており、実効性のある新たな連携事業
等が進んでいない。

連携自治体との勉強会や会議を開催する。
北九州市役所内においては、連携の可能性の高い部門と意見交換を行うとともに、連携事
業の予算確保に際して協力して財政当局との協議・調整にあたる。

連携自治体とは、それぞれの状況に応じて、部課長会議や担
当者会議等を開催し、新たな連携に向けた協議を行った。
また、市役所内では、連携の可能性が高い部門と文書や会議
などで協議を行い、関門連携では、10月に新たに４事業を発
表、福北連携では11月に「一人一花運動」での連携を発表し
た。
今後も継続して連携に向けた協議を重ねていく。

連携自治体との意見交換や市役所内部の関係部署との協議に
より、新たな連携事業の創出に繋がった。

新たな連携事業の推進に向け、連携自治体との意見
交換や市役所内部の関係部署との検討を進めた。

R７年度も引き続き、北九州市役所内においては、連
携の可能性の高い部門と意見交換を行うとともに、
連携事業の予算確保に際して協力して財政当局との
協議・調整にあたる。

Ｂ（４） 国際関連施策の効率的・効果
的な実施

国際関連施策の中には、過去の実績や関係性を
考慮した交流等が長く継続しているものもあ
り、限られた予算や人員の中で、効果的な国際
関連施策実施の在り方について検討・整理が必
要。

市政変革に向けた経営分析において、国際関係施策は庁
内横断的な取組みによる効果的な実施が期待されるとと
もに、新ビジョンの推進に向けて、実効性が高い取組み
の推進が求められている。

従来からの海外ネットワークのあり方や関わり方の検証・経営分析等を関連部署と行い、
国際交流、国際技術協力、国際ビジネス、多文化共生などの取組みについて、必要な見直
し・充実を図る。
※市政変革推進プランに基づき、令和７年度に経営分析を行う。

令和７年度の事業クラスターに向けて、関係部署とワーキン
ググループを開催。
令和６年度の各課の取組み、及び令和７年度の取組み方針の
共有を行い、今後の見直しに向
け、現時点でそれぞれが抱えている課題から共通に取り組め
る内容を把握した。

既存の姉妹・友好都市との交流を継続するとともに、新たな
重点国・地域を設定し、国際交流や国際ビジネス等の観点か
ら、関係部署と情報交換を行った。また、多文化共生の取組
みについても庁内でワーキングを実施し、それぞれが抱えて
いる課題から共通に取り組める内容を把握するなど、効率
的・効果的な国際関連施策の実施に向けた検討・整理を進め
た。

【変革が実現した課題・取組内容】
・新しい国・地域へのアプローチとして、台湾やイ
ンド、ウェールズとの交流を深めた。
・R7年度の事業クラスターに「国際関係施策」が挙
がっていることから、R7年度に経営分析を行う予定
としており、それに向けて関係部署とワーキングを
実施し、R6年度の各課の取組みやR7年度の取組み方
針について共有した。

【取組・進捗が十分でなかった項目】
・国際施策を推進することで、市民にどのような良
い影響がもたらされるのかという点についての市民
への周知、理解の促進

【R7年度に向けた考え】
・海外とのつながりや多文化共生の面で、先進都市
へヒアリングを実施する等、情報収集を行い、関係
部署と共有しながら効率的・効果的な施策を検討し
ていく

Ｂ（５） アジア成長研究所及び北九州
国際交流協会の運営の在り方
検討

国際政策課所管の外郭団体「アジア成長研究
所」と「北九州国際交流協会」について、北九
州市が目指す都市像の実現や市政変革の取組み
などの内部環境や、変化の速い世界情勢や外国
人が増加するなどの外部環境を踏まえ、それぞ
れの団体の求められる役割に応じ、効率的・効
果的な運営の見直しが必要。

市政変革の取組みにおいて、外郭団体は変革のクラス
ターの一つとなっている。アジア成長研究所、北九州国
際交流協会それぞれにおいて、その存在意義や時代の変
化への対応状況などの把握、今後の運営の在り方に向け
た議論が必要。

令和６年度に各外郭団体の存在意義や時代の変化への対応、求められている役割など、経
営分析を行い、北九州市が目指す都市像の実現に向けた変革を中長期スパンで行う。　※
市政変革推進プランに基づき、令和６年度に経営分析を行う。

市政変革推進プランに基づき、各団体の経営分析を実施。分
析結果に基づき、令和７年度以降、各団体の特性や求められ
る役割等を踏まえ、公民連携の重要なパートナーとして各団
体の役割の再定義や団体の持続可能性・機能強化に取り組
む。

各団体の経営分析を行い、強みや弱みを把握するとともに、
今後の取組み等を協議した。

市と各団体の関係性やそれぞれの役割を分析し、ア
ジア成長研究所においては企業や大学を含む市民へ
の知的貢献を、北九州国際交流協会においては、伴
奏型の外国人市民対応などの貢献内容を再確認し
た。

市と政策連携団体のそれぞれの役割を把握し、今後
市の連携パートナーとして活動できるように、協議
を続けていく。

R６政策局Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）
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令和７年度に向けた考え

Ｂ（６） 北九州市立大学の安定的・長
期的な大学経営

平成17年度に独立行政法人化した市立大学が安
定的・長期的に運営できるよう、本市は、運営
費交付金や施設整備補助金により財政支援を
行っているが、昨今の人件費増や物価高騰の要
因、施設の老朽化等により、安定的な大学運営
に課題がある。

大学の教職員の給与は、市職員や国立大学教員の給与水
準に準じており、近年、人件費が増加、また、昨今の物
価高騰により光熱水費も増加している。
さらに、北方キャンパスを中心として施設の老朽化もか
なり進んでおり、適切な点検・修繕費用が必要である。

現状、北九州市立大学の歳入の約３割を占める運営費交付金（市負担）が適正な規模であ
るか等について、他の公立大学の状況や新学部の創設などの要素を踏まえて、安定的・長
期的な大学運営に関する点検を行う。
※市政変革推進プランに基づき、令和８年度に経営分析を行う。

市政変革推進プランに基づき、令和８年度に他公立大学の状
況等の調査を実施する予定である。
適宜、大学の収支状況や近年の人件費増や物価高騰による影
響について、市立大学と意見交換を行っている。

市政変革の経営分析（R8年度）に選定されていた本課題は、
地方独立行政法人法に基づく公立大学法人の次期（R11～16）
中期目標・中期計画の中で検討することとなり、同経営分析
の対象外となったため、X方針から除外することとした。

ー ー

Ｃ（１） 北九州市・新ビジョンの実現 新ビジョンに掲げた目指す都市像の実現に向
け、３つの重点戦略に基づく取組を着実に推進
するためには、新ビジョンの周知・浸透、推進
体制の構築、進捗管理および取組みの見直しを
適切に行う必要がある。

目指す都市像の実現に向けては、北九州市に関係する全
てのステークホルダーに新ビジョンの周知・浸透を図
り、市全体が一丸となって取組を推進する必要がある。
また、急速な時代の変化に対応していくためには、適
時、新ビジョンの進捗を把握し、取組の見直しを行って
いく必要がある。
新ビジョンの取組の先頭にたつ北九州市役所において
は、新ビジョンを所管する政策局が中心となって、各局
の施策・事業が効果的に作用するよう横串機能を発揮し
ていく必要がある。

職員研修、出前講演、ＰＲ動画など、様々な機会・ツールを使って、ステークホルダーへ
の新ビジョンの周知・浸透に取り組む。
市役所内に組織横断的な新ビジョンの推進本部を設置するとともに、各分野の有識者等に
よる会議を設置し、新ビジョンの推進や検証を行う。
職員の政策立案能力の向上や市内外の情報収集に努めるとともに、市長公室とも連携しな
がら、横串機能の強化を図る。

市役所全課を対象にした職員研修を実施するとともに、新ビ
ジョン実現に向け、職員個人が自ら行動を宣言した「Ａｃｔ
ｉｏｎ宣言」を集め、本庁舎１階にボードとして掲出し、市
職員における新ビジョンの浸透を図った。
また、出前講演を随時実施するとともに、新ビジョン概要
版、ＰＲ動画を作成し、さらに令和６年８月には「若者と未
来を描くワークショップ」を開催するなど、様々な機会・
ツールを使って、市民への新ビジョンの周知・浸透を図っ
た。
新ビジョンの推進に向けては、令和６年４月に市役所内に
「北九州市・新ビジョン推進本部」を設置するとともに、同
年10月には外部有識者による有識者会議を設置し、今後の進
行管理スキームなどについて議論を行った。

新ビジョンの周知・浸透に取り組むとともに、進行管理ス
キームを構築するなど、各局の施策・事業が効果的に作用す
るよう横串機能を発揮した。

PR動画等の広報物を作成するとともに、出前講演や
ワークショップの開催など様々な機会を設け、広く
新ビジョンの周知・浸透を図った。
また、組織横断的な庁内本部会議や外部有識者会議
の設置・開催、進行管理スキームの構築など、新ビ
ジョンの推進に向けた取組を着実に進めた。

R7年度はR6年度に構築した進行管理スキームにもと
づき、着実な新ビジョンの推進を図る。

Ａ（１） ＤＸの推進による区役所の窓
口改革（予約サービスの導入
など）

市民・職員双方の行政手続きにかかる負担を軽
減し、スピーディにサービスを提供できるよ
う、区役所窓口のＤＸを進める。

民間サービスでは、スマホを使った手続きやキャッシュ
レスでの支払いなどが拡大する中、行政のデジタル化は
立ち遅れており、来庁を要する手続きや窓口の混雑など
による市民・職員双方の負担が軽減されていない。

Ｒ５年度から、「待たない」「書かない」「行かなくていい」区役所の実現を目指し、
「スマらく区役所サービスプロジェクト」を展開中。
　　Ｒ６年度は、①窓口オンライン予約サービスを導入し、市民の行政手続きに要する時
間の短縮を図るとともに、②内部のバックヤード事務を集約処理するセンターを立ち上
げ、職員の負担を軽減する。

①窓口オンライン予約サービスについては、10月に、全区役
所にシステムを導入した。現在予約の運用開始に向けた準備
を進めている。②バックヤード事務においては、10月に行政
事務センターを立ち上げ、子育て関連の2手続きを集約した。
次年度以降の業務拡大に向けて、効果検証を行っていく。

・窓口予約について、全区役所に予約発券システムを導入
し、モデル区での予約を開始
・バックヤード事務について、行政事務センターを立ち上
げ、子育て関連2手続きの集約処理を開始

・予約対応件数：469件（3月末時点）
　予約利用者満足度：98％
・集約処理による作業時間削減効果
　：年間7,000時間（処理件数6,500件）

・全区での予約開始と予約率の向上に向けた周
知・広報に取り組む。
・センター業務拡大に向け、新たな集約対象手
続きの抽出に取り組む。

Ａ（２） ＡＩ・ＲＰＡ・ローコードツール等
による業務効率化の拡大

市役所には、手作業による非効率な業務が数多
く残っており、こういった業務に対して、ＡＩ
やＲＰＡ，ローコードツールといったデジタル
ツールを用いて業務を効率化する必要がある。

市役所の業務は、市民・職員の手続きを問わず、条例や
要綱、規則などに指定した様式を使用することが多い。
そのため、担当職員は、様式に手書き（入力）された内
容を、業務システムに入力するなどの時間を要してい
る。
　　各業務の処理に使用するデータは、各職員個人のＰ
Ｃに保存されていることが多く、課内、庁内に共有する
場合は、毎回、共有する目的に応じ、加工して配布する
など手間と時間をかけている。

令和６年度は、ＡＩ・ＲＰＡ等のデジタル技術を活用して全庁的な共通業務の集中処理を
行う「デジラボ」業務の拡大、ローコードツールによる庁内申請業務のポータルサイト
「デジナビ」の活用拡大等により、職員の作業時間を８万時間削減する。

デジラボ業務では、RPAによる業務効率化はライセンスの一括
管理等によって、AI音声議事録作成支援業務では庁内広報活
動などによって活用が拡大しており、下記表のとおり前年同
月比で26.7%削減時間数が増加している。
ローコードツールについては、下記表のとおり本運用システ
ム数が大幅に増加しており、研修やPRで、職員全員へのアカ
ウント配布の効果を活かすことができている。年間の作業削
減時間については年度末に調査を行う予定。

・R6年度実績：職員の作業時間削減約１０万時間（集計中）
・内訳は、AI・RPAで約1.8万時間、kintoneで約８万時間

・デジタル技術の活用によって、確実に職員の業務
負担の軽減につながっている。
・削減された時間は、業務の質の向上や、これまで
手を付けられなかった課題に取り組む時間などに割
り当てられている。

・生成AIの性能が急激に向上していることから、R7
年度は生成AIを中心としたAIの徹底活用を推進す
る。
・kintoneについては、内製化システムが500を超
え、アクティブユーザーが7割弱と、順調に拡大して
いる。R7年度は、プラチナプロジェクトやDX変革
リーダーなどと連携し、全庁的な業務改善につなが
るシステムの拡大を図る。

Ａ（３） ＤＸによる照会・回答業務の削
減事例創出

市役所内では、必要な情報を全庁に照会して収
集する方法があるが、照会をかけること・答え
ること、それぞれが時間的に大きな負担になっ
ている。

照会・回答業務は、内部系共通事務の約34％（約48万時
間）、令和５年の年間残業時間のおよそ４％（約１万時
間）を占めるなど、業務時間内外の作業において職員の
負担となっている。定例照会の中には、データの作成方
法や参照先の工夫により、照会をかけることなく目的を
達成できるものも少なくないと考えている。

令和６年度は、ローコードツール等を活用して、通常業務の中でデータベースを作成し、
そこから必要な情報を引用することで、従来からの照会を廃止する事例を創出する。

全庁照会業務削減の具体的な事例として、ローコードツール
を活用することにより、総務市民局総務課に市の付属機関等
に関するデータベースの作成、技術監理局契約制度課に随意
契約のデータベースの作成などを働きかけた。現在までに、
随意契約のデータベースについて令和７年４月から運用開始
（予定）の方針が決定した。

kintone上の庁内手続きを集約したデジタルナビゲーター（デ
ジナビ）のシステム数が50を超えるなど、順調に浸透してき
ている

副レポ（副市長への資料共有ツール）、議員対応記
録などのkintone化により、職員の業務負担の軽減に
つながっている

業務委託の随意契約一覧表の照会のkintone化などに
対して、引き続き伴走支援を行う

Ａ（４） 市役所本庁舎におけるオフィ
ス改革

市役所のオフィスを、働きやすく働きがいのあ
る「選ばれる職場」に変革する必要がある。

「２０４０年問題」が言われているとおり、今後、若年
労働力の深刻な供給不足や、若年層職員の離職が見込ま
れている。北九州市役所においても、職員の減少が予想
されており、新規採用職員の確保に加えて、職員の生産
性向上が必須となっている。

令和６年度は、本庁舎を働きやすく働きがいのある職場に改装するための全体計画の策定
や、モデルオフィスとして実施する本庁舎３階（政策局、危機管理室）のオフィス改革
に、職員の意見を反映するためアンケート等を活用した取組を行う。

モデルオフィスとなる３階を含めた本庁舎の職員にアンケー
トを、また、庁内の若手メンバーとのワークショップを実施
し、理想の働き方の素案を作成した。また、理想の働き方を
実現するモデルオフィスとして３階の新レイアウトを決定し
た。すでに什器等の発注を完了しており、年末に入れ替え作
業を実施する。
今後は、このオフィスコンセプトに沿ってオフィス改革を進
めていくこととする。

・オフィス改革全体のコンセプトを作成した
・本庁舎3階のオフィス改革を実施し、職員が働きやすく働き
がいのある職場への変革を実現した

・オフィス改革によるペーパーレス化や業務プロセ
スの変革
・対象部署以外におけるオフィス改革・ペーパーレ
ス化の機運の醸成

・オフィス改革で働き方・コミュニケーションのあ
り方を変えるという目的の浸透に向けた継続的な運
用改善
・全庁的なペーパーレス化の推進

Ａ（５） ＤＸ人材の育成（ゴールド人材
向け研修の開始）

官民問わず、ＤＸ人材の獲得競争が厳しさを増
している中、市役所のＤＸを進めていくために
は、市職員をＤＸ人材として育成していくこと
が必要となる。

２０３０年には、日本全体のＤＸ人材が７９万人不足と
の予測がある中、多くの企業がこの分野の人材への投資
を強めている。北九州市がＤＸを推進していく上でも、
その取組を支える人材の確保・育成は急務であり、市Ｄ
Ｘ推進計画においても、集中取組項目に掲げている。

現在、市ＤＸ推進計画に沿って、ＤＸ人材の「確保」（デジタル区分の採用、地域活性
化起業人の活用）、「育成」（ＤＸ人材育成プロジェクト）の両面から取組を進めてい
る。
その中で、市政変革に向けたＤＸ加速化を図るため、Ｒ５年度から３年間で２４００
人の育成を目指す「ＤＸ人材育成プロジェクト」を実施中。
Ｒ６年度は、昨年度に続きシルバー（実行）人材［７００人］・ブロンズ（活用）人材
［全職員］の育成を継続するのに加え、ゴールド（戦略）人材［６０人］の育成に着手す
る。

シルバー研修は、昨年度の実施結果等を踏まえ、内容をアッ
プデートし、７月から研修をスタート。６８０人が受講中。
ゴールド研修は、今年度、新たにプログラムを構築し、８月
から研修をスタート。６５人が受講中。

・ゴールド人材向け研修を開始、約６０名を認定した
・サービス実装も含めた実践的な研修を実施

・DXによる業務課題解決ができる人材の育成
・具体的な課題解決事例の実現（１３事例）
・DX人材同士の横のつながり形成

・AI活用など、適宜内容を見直して継続。

Ｂ（１） 書かない・待たない・行かなく
ていい市役所の実現

市民・職員双方の行政手続きにかかる負担を軽
減し、スピーディにサービスを提供できるよ
う、市役所のＤＸを進める。

民間サービスでは、スマホを使った手続きやキャッシュ
レスでの支払いなどが拡大する中、行政のデジタル化は
立ち遅れており、来庁を要する手続きや窓口の混雑など
による市民・職員双方の負担が軽減されていない。

「スマらく区役所サービスプロジェクト」を展開し、各種申請書の作成支援（書かな
い）、予約システム（待たない）、オンライン手続やリモート相談（行かなくていい）の
実装、定型大量業務を一括処理するセンターの設置などにより、区役所における窓口手続
のフロント部分からバックヤードの一部までをデジタルで行えるようにする。
このほか、事業者向け（ＢｔｏＧ）手続きのオンライン化なども進め、令和７年度末まで
に、対象となる行政手続きの１００％をオンライン化することで、市民・事業者の利便性
を向上させる。

申請書の作成支援は、対象手続きの選定に向け、所管課をリ
ストアップし、ヒアリングを実施中。オンライン手続きは、
ＬＩＮＥの活用やキャッシュレス対応の公共施設を順次拡大
している。事業者向け（ＢｔｏＧ）手続き（補助金交付決定
通知の電子化）では、年度内の実証スタートに向けて、関係
課と協議中。バックヤードは、関係課を集めたＷＧを設置
し、今後の方向性などについて検討を進めている。

・申請書作成支援（書かない）について、関係部署ヒアを行
い対象手続き（約300手続き）を抽出
・バックヤード事務について、行政事務センターを立ち上
げ、業務拡大に向けたWGを設置
・BtoG（補助金手続きの電子化）に向け、電子署名付決定通
知文の技術的検証を開始

・書かないサービスの対象手続きを拡大すること
で、来庁市民の負担軽減につながる。
・定型大量業務の一括処理によって、窓口で丁寧な
市民対応につなげる時間を生み出す。
・処分決定通知の電子化によって、オンライン上で
完結できる手続きを拡大していく。

・窓口支援システムの実装に向けた調整を行うほ
か、対象手続きのオンライン化100％達成に向けた伴
走支援の強化、リモート窓口、キャッシュレス推進
に取り組む。
・センター業務拡大に向け、新たな集約対象手続き
の抽出に取り組む。
・電子署名を使った処分決定通知の実装に向け、関
係部署との調整を図る。
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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ｂ（２） 新しい働き方の提供 北九州市役所が、働きやすく働きがいのある
「選ばれる職場」に変革するため、人事部門と
連携した新しい働き方の提案が必要である。

ＤＸ推進計画では、働き方改革の具体的な取組項目とし
て「⑪テレワークの推進」「⑫ペーパーレス化の推進」
を掲げて取り組んできた。一方で、例えばテレワークに
関する社会の理解に市の制度が追い付いていないなど、
社会の変容に制度が柔軟に対応できていない。

より効果的で働きやすく働きがいのある職場改革に向けて、オフィス改革の方向性や全体
計画の策定・実施に加えて、テレワークの推進、ペーパーレスなどの方向性を検討し、職
員に新しい働き方を提供する。
また、引き続き、ＡＩやＲＰＡ，ローコードツールといったデジタルツールの利用促進
や、データの利活用等を行うことにより、業務の効率化を図る。

本庁舎全体のＤＸを活用したオフィス改革の方向性や理想の
働き方の検討と並行して、少ない費用負担で効果を上げられ
る取組の実施を検討した。紙やコピーのコスト削減や単純作
業の削減を目指すペーパーレスで不要となる経費を、市民や
職員とのコミュニケーションをより充実させるためのＩＣＴ
等の環境整備に充当するプロジェクト計画を立案中。
ペーパーレスを進めるための取組の一つとして、デジタル
ツールやデータの利用促進を盛り込む予定。

・DX推進計画の改訂において、プラチナ市役所プロジェクト
メンバーと協働で新しい働き方を定義した。
・デジタルツールの利用促進等によりさらなる業務効率化が
図られた

・働き方コンセプトの全庁的な方向性の統一が図ら
れ、そのコンセプトに基づいたオフィス改革を先行
実施したことにより、新しい働き方に向けた機運が
醸成された。
・AIやRPA、ローコードツールの利用促進により、作
業時間の削減やペーパーレス化が進んだ

・全庁におけるペーパーレス化と、コミュニケー
ション変革の推進
・DX人材育成と連動した新しい働き方の浸透
・生成AIの活用なども見据えたデジタルツールのさ
らなる活用促進

Ｂ（３） ＤＸ人材の確保・育成 官民問わず、ＤＸ人材の獲得競争が厳しさを増
している中、市役所のＤＸを進めていくために
は、ＤＸ人材の確保・育成の取組を強化する必
要がある。

２０３０年には、日本全体のＤＸ人材が７９万人不足と
の予測がある中、多くの企業がこの分野の人材への投資
を強めている。北九州市がＤＸを推進していく上でも、
その取組を支える人材の確保・育成は急務であり、市Ｄ
Ｘ推進計画においても、集中取組項目に掲げている。

化起業人の活用）、「育成」（ＤＸ人材育成プロジェクト）の両面から取組を進めてい
る。
「ＤＸ人材育成プロジェクト」では、Ｒ７年度末までに育成した２４００人のスキルを
評価するとともに、その活用策を検討する。
さらに、全職員と情報職員の双方を対象に、育成の考え方やキャリア形成、研修体系など
を含めた体系的な人材育成を計画的に進める。また、ＤＸに関する最新技術を常にキャッ
チアップするため、民間企業との間で柔軟に人材交流できる仕組みなどにより、高度専門
人材の確保に努める。

今年度改定する「市ＤＸ推進計画」及び「市人材育成基本方
針」において、「デジタルエキスパート人材育成計画（現在
策定中）」や「ＤＸ人材育成プロジェクト」の内容などを新
たに明記するよう、作業を進めている。

・DX人材育成プロジェクト2年目であり、ゴールド約６０名、
シルバー約500名を認定
・デジタル区分の採用、地域活性化起業人の活用を継続

・DX人材育成プロジェクトより、業務効率化、市民
サービス向上の事例が生まれた
・高度な専門知識を有する民間人材の活用により効
果的なDXの推進が図られた

・人材育成については、AIなどの先端技術活用につ
いて拡充するなど、適宜内容を見直して継続
・人材確保については、デジタル区分の採用、地域
活性化起業人の活用を継続

Ｂ（４） より便利で、より安心なネット
ワーク環境の提供

現在の「三層の構造」を見直し、職員が、セ
キュリティが確保された一人一台のデバイスで
効率的に業務が行えるよう、ネットワーク環境
を整備する。

２０３０年頃の国・地方ネットワークの将来像では、行
政サービスを、柔軟かつセキュア（安全・安心）、安定
的に提供することが求められている。この将来像を実現
するためには、ネットワーク境界での防御から、端末中
心の防御（ゼロトラストアーキテクチャー）への転換が
必要不可欠になる。

現在の庁内ネットワークにおけるインターネット接続環境は「福岡県自治体情報セキュリ
ティクラウド」において、福岡県及び県下の市町村と共同利用を行うことで、単独利用と
比較して５割以上の経費削減を実現している。
そのため、次回のセキュリティクラウド更新時期の２０２７年度に、同様の共同利用方式
で北九州市が目指す環境を実現することが最も費用対効果が高いと考えられるため、既に
福岡県と意見交換を行っているところである。
議論を重ねながら、セキュリティを担保した目指す環境構築に取り組んでいく。

来年度の県下自治体の検討部会設置に先立ち、県に対して北
九州市の目指す環境を提案するとともに、県と県内８自治体
からなる部会員として参画し、年度内を目途に課題整理や要
件分析に主体的に取り組んでいる。

より便利で、より安心な情報ネットワーク環境を提供する上
で最も重要な要素である、福岡県セキュリティクラウドの更
新（R9年４月予定）に向けた検討部会に参加するとともに、
その仕様策定に向けた検証作業に着手した。

・福岡県セキュリティクラウド検討部会発足によ
る、福岡県及び県内各自治体との連携体制の構築
・総務省ガイドライン改定を受け、ローカルブレイ
クアウトによる外部サービスの利用検証に着手

検討部会での次期セキュリティクラウドの仕様策定
について積極的に関与することにより、R9年４月の
更新時期のタイミングに合わせて
北九州市にとってより便利で、より安心なネット
ワーク環境が構築できるよう検討、検証を進めてい
く。

Ｂ（５） 情報システムの標準化・共通
化

市民が、いつでも安心して住民サービスを受け
られるよう、標準化された新たな情報システム
へ移行するための基盤を構築する。

情報システムの標準化は法定事項である。国は標準化さ
れたシステムに移行したことが前提で新たな施策を提示
しており、住民サービスを維持するために必ず実施する
必要がある。一方で、国は標準化されたシステムのカス
タマイズを許しておらず、標準化業務に市の独自施策を
柔軟に追加実施するための基盤整備を進める必要があ
る。

システム標準化に向けた全体の進捗管理及び業務所管課との調整・支援を実施し、標準化
法に基づく基幹業務システムの統一・標準化を円滑に進める。具体的には、令和７年度末
までに本市独自のクラウド共通基盤を整備し、令和７年度以降に予定している標準準拠シ
ステムへの移行を安全に行いつつ、独自施策システムを含めた市役所全体の情報システム
の更新を進めていくことで、住民サービスの向上と安定稼働を目指す。

全国的に標準化システムの稼働遅れが顕在化する中、新たに
設定した期限内に、安全なシステム移行を行うための進捗管
理として、全体移行計画の改版に取り組んでいる。特に、ベ
ンダーとの調整が難航している業務所管課を中心に、積極的
に支援を実施中。また、共通基盤の構築については、来年度
中に使用を開始するシステムへの提供に向けて計画通り整備
が進んでいる。

順調に進んでいる。 ・令和７年度からの本格移行に向けて、必要な環境
整備を行った。
・過渡期連携に伴う課題事項の整理を行った。
・令和７年度に稼働する業務の所管課を対象に、重
点的な支援を行った。

・安全を最優先に、各業務システムの移行に向けた
支援を継続する。

Ｃ（１） あらゆる行政サービスが連携
し、デジタルで完結できる市
役所の実現

デジタル完結型市役所の実現により、市民は本
人確認のために庁舎に出向いたり、何度も個人
情報を提出することがなくなるなどの便益が得
られるようにするとともに、職員の行っていた
作業を自動化・省力化し、大規模な災害等で行
政体制が機能不全に陥ったとしても、デジタル
により最低限必要な行政サービスの提供を可能
にするなど、レジリエンスな行政体制を構築す
る。

今後、生成ＡＩをはじめ、ますます発展する技術の進展
に応じた行政サービスの向上が求められる。
同時に、さらなる行政需要の多様化、複雑化が進む一
方、行政サービスに従事する人員が減少せざるを得ない
中、人によるサービス提供が真に必要な分野に人員を配
置していくことも求められており、可能な限り行政サー
ビスのデジタル化を進めていく必要がある。

様々な行政サービスにおけるデータがシームレスに連携できる仕組みを構築（将来的には
民間サービスも対象）することにより、市民が２４時間３６５日いつでもインターネット
で簡単、便利に公共サービスを利用できる市役所を実現する。

まずは、課題Ｂ（１）書かない・待たない・行かなくていい
市役所の実現、（４）より便利で、より安心なネットワーク
環境の提供、（５）情報システムの標準化・共通化を進めつ
つ、その進捗状況や関連技術・サービスの動向を見ながら、
検討を進めていく。

市民を対象とした「情報化アンケート調査」を実施し、その
結果も踏まえて「北九州市DX推進計画」を1年前倒しで改訂し
た。

R7～９年度のDX推進の道筋や具体的なKPI等を設定し
た。

今後も技術の進歩や社会経済情勢の変化に合わせ、
計画の方向性などを改める必要が生じた時点におい
て適切に見直す。

Ｃ（２） 持続可能なＤＸ推進体制の構
築

デジタル完結型市役所の推進のために必要とさ
れる技術やリソース（人材、予算、システム
等）が持続可能に確保、提供できる推進体制を
構築する。

市民にとって安全、安心なデジタル市役所を構築・推進
していくためには、必要十分な機能を有したシステムを
安定的に導入し、運用していくことが必要不可欠であ
る。

限られた人員、予算の中で、効果的・効率的なシステム運用を持続的に可能とする推進体
制のあり方につき、フレキシブルな採用方法や雇用形態など、これまでの枠に捉われず検
討し、実行していく。

市ＤＸ推進計画に掲げる通り、２０４０年問題に対応するた
めの各種施策を進めつつ、関係局と協議しながら、不断の検
討・実行を進めていく

デジタルエキスパート人材育成方針を検討した。 システムベンダーと対等に話のできる高度専門人材
の育成は、システムを安定的に導入し、運用してい
くために必要不可欠。

デジタルエキスパート人材育成方針は、R7年度初に
施行。今後は、実際の運用について、人事課と協議
していく。

Ｂ（５） 公益財団法人「アジア女性交
流・研究フォーラム」について

当財団の定款には「日本及びアジア諸国のジェ
ンダー問題に関する調査研究、国際交流等によ
り日本及びアジア地域相互の発展に寄与する」
と定められているが、「（財団の取組みが）専
門性が高く市民に馴染みが薄い」、「市の男女
共同参画基本計画に基づく重要施策に直結する
取組みに重点的に取り組むべき」などの課題が
ある。

当財団は平成２年の設立以来、定款の目的を達成するた
め様々な事業を実施
してきた。その取組みは、ジェンダー平等推進の役割を
果たしてきた一方、事業の多くが、アジアをはじめとす
る国際的な動向に関するものであることから、取組みの
成果が市民や地域に還元されるよう検討する必要があ
る。

平成２９年に市がとりまとめた「フォーラムのあり方について」に基づき、直接雇用の研
究員の廃止、情報発信媒体の電子化をはじめ、組織体制や補助金額の見直しなどを行って
きた。今後も、令和６年８月に策定した「第５次北九州男女共同参画基本計画」を踏まえ
た調査研究、交流がなされるよう、引き続き事業内容等を見直す。

「外郭団体の見直し」のクラスター内で検討が進められてい
るとおり、「団体の役割の　　再定義」や「持続的な経営を
行う上での課題」を整理し、市と団体とそれぞれに認識を共
有した。
　今後は、「課題解決の方向性」について検討を進める予定
である。

「外郭団体の見直し」の取組みに沿って検討を行った。 団体の役割の再定義について、団体と所管課で協議
を行った。

団体の役割の再定義を行い、連携協定を締結する。

Ｃ（４） 公共施設マネジメント　小倉北
地域（生涯学習総合センター・
婦人会館、
男女共同参画センター）の市
民活動拠点施設の集約

異なる行政目的を有する当該３施設において、
特定の行政目的を有しない貸室などの類似施設
が重複しており、また稼働率も低いことから、
効率性を高める必要がある。

市の公共施設マネジメント実行計画において、「生涯学
習総合センター及び婦人会館」（築４５年）について
は、今後大規模改修は行わず、ムーブへ集約移転するこ
ととなっている。

施設の機能、稼働率や利用状況を踏まえた利用調整案がまとまり次第、関係者等への説
明、改修工事を経て、集約する。

施設の機能、稼働率や利用状況を踏まえた利用調整につい
て、関係各課で協議を行った。引き続き、各方面の調整を行
う。

拠点集約の方針について検討を行った 拠点集約の方針の局内協議が終了した 集約に向け、計画的に実施する.

R7.4.1組織改正により

C（４）の婦人会館と男女共同参画センター

は総務市民局から政策局へ

R7.4.1組織改正により

総務市民局から政策局へ
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